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外務省の対中国経済援助政策

＜　抜　粋　＞
◆ 対中国経済協力計画（外務省　平成13年10月）

＜２＞ 開発上の課題

　（2）開発上の主要課題

　　（ハ）地域間経済格差の是正

　　　　・中西部内陸地域を中心に貧困問題が大きな問題となっており、いまだに2億人以上と　　　　　　　　　　いわれる絶対的貧困人口（1日1ドル以下の生活水準）を抱えている。

　　（ニ）教育振興と人材育成

　　　　・中西部内陸地域を中心とする多数の貧困人口の存在は、適正な教育機会の欠如もその一因となっており、中国政府は国民経済と社会の発展に奉仕する観点から教育の役割を重視している。九年生の義務教育の普及はもとより、中高等教育、職業教育・訓練の充実、さらには奨学金制度の整備に至るまで教育をめぐる課題は多岐にわたる。

＜３＞ 我が国の対中国経済協力政策

　（3）重点分野・課題別経済協力方針

　　（ニ）貧困克服のための支援

　　　　　我が国は、これまでも貧困地域に対し農業、保健・医療といった基礎生活分野の充足　　に協力してきたが、今後ともこれら貧困層を対象に、将来の人造りの基礎ともなる教育・保健分野を中心として草の根レベルで支援の手を差し伸べるとともに、貧困人口を多く抱える地域の民生向上に向けた協力を貧困層に裨益するようなものを中心として行う。

◆ 国別援助方針・中国（外務省）

　1．基本方針

　　（2）我が国の援助の重点分野

　　　（イ）重点地域

　　　　　　相対的に開発余地の大きい内陸地域にこれまで以上に配慮し、・・・・無償資金協力及び技術協力については内陸部を重視することとし、主として貧困地域に対する基礎生活分野の充足のための協力を実施する。

　　　（ロ）重点分野

　　　　　（e）人造り

　　　　　　教育用機材の供与や学校施設の建設への協力等による基礎教育の普及・充実を図る。

